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博士論文（要約） 本文 

 

 本論文は、以下の事由により、「博士論文の内容を要約したもの」を公開する。 

 

本論文は、東京大学が認める「やむを得ない事由」の第 4項及び第 8項に該当する。 

 

４．被験者あるいは観察対象等の個人情報保護の観点から、インターネット公表に不適切な

箇所がある。 

本論文は、個人情報保護の観点から、インターネット公表に不適切な箇所がある。具体的

には、本論文の第二部において、1920～30 年代の中国で実際に起きた刑事事件を事例とし

て扱うため、被告、被害者、その他事件関係者の個人情報を保護する観点から、インターネ

ット公表に不適切な箇所があると判断した。 

 

８．博士論文の全部または一部が、単行本もしくは雑誌掲載等の形で刊行される予定である。 

博士論文の全部または一部が、単行本の形で刊行される予定となっている。 

 

 

なお、本論文の基礎となる論稿は、下記の通りである。 

 

①久保茉莉子「中華民国刑法改正過程における保安処分論議」『東洋学報』93巻 3号（2011）、

277-305頁。 

②久保茉莉子「南京国民政府時期の上海における刑事裁判―ある殺人事件を中心に」『史学

雑誌』122編 12号（2013）、58-82頁。 

③久保茉莉子「南京国民政府時期地方法院検察官与司法警察」胡春恵・劉祥光主編『2014両

岸三地歴史学研究生研討会論文集』（台湾：国立政治大学歴史学系・香港：珠海学院亜州研

究中心、2015）、15-28頁。 

④久保茉莉子「1930年代前半の中国における検察制度」『歴史学研究』944号（2016）、1-18

頁。 

⑤久保茉莉子「南京国民政府時期における刑事訴訟法改正と自訴制度」『法制史研究』66号

（2017刊行予定）、41-89 頁。 
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序章 

 

19 世紀から 20 世紀にかけて、中国は、「西洋」や「近代」との本格的な接触や摩擦を通

して、大きな自己変革を遂げていった。変化の様態は多様かつ重層的であり、連続する部分

も少なくないとはいえ 、様々な方面において旧来の秩序形態が転換を迫られたことは疑い

ないというべきであろう。本論文は、こうした時代の中国における秩序形成について、近代

法、とりわけ近代西洋型の刑事司法制度の成立過程と運用状況に焦点を当てて分析し、当該

時期に、いかなる法秩序が求められ、つくられたのか、その意味は何かを明らかにすること

を課題とする。 

中国では、19世紀に条約や国際法を通して西洋の法学・法律が伝わり、20世紀初年以降、

諸外国の法を範とする法制改革が本格的に進められた。そこでは、18 世紀末以降に西洋諸

国で形成された法と同型の、すなわち「近代西洋型」の法を早期に完成させることが目指さ

れていた。そして 1930年代半ばまでに、南京国民政府の下で、憲法を除く主要法典が公布・

施行され、立法作業は一定程度実を結ぶこととなった。先行研究では、その過程について、

「法制整備は進展したが、財源・人材不足や伝統的な道徳観の影響によって新たな法の運用

は難しく、実際には伝統的な訴訟方式が大いに利用されていた」とされるなど、清末民国期

の司法改革における理想と現実、成果と課題が指摘されてきた。しかし、法の制定過程及び

運用状況のいずれも、なお検討すべき余地がある。具体的には、誰がどのように立法作業を

進めたのか、新たな法制をめぐっていかなる議論が展開されたのか、そして日々の事件がど

のような手続を踏んで処理され、人々がいかに法制を利用していたのかといったことにつ

いて、不明瞭な点が残されている。そのため、近現代中国における法整備の意義について、

なお十分に理解されていないというのが現状である。 

そこで、本論文は、中国で初めて近代西洋型の刑法典・刑事訴訟法典が公布・施行された

南京国民政府時期に注目し、刑事司法制度の制定過程と運用状況を分析することによって、

中国における近代法形成の歴史的意味を示すことを試みる。 
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第一部 南京国民政府時期における刑事司法制度の制定過程 

 

第一章 清末民国期における刑法・刑事訴訟法の立法過程 

 

本章では、法律制定過程及び訴訟の実態を分析するための前提として、清末民国期におけ

る刑法・刑事訴訟法の立法過程を整理する。 

20世紀初頭、清朝が開始した法典編纂事業は、南京国民政府によって 1935年に中華民国

刑法及び中華民国刑事訴訟法が公布・施行されたことで一応の完成をみた。その過程につい

て、注目すべきは、立法者の変化である。清末民初においては、近代西洋法の知識を持つ、

一部の者によって立法が行われた。それに対し、1920 年代半ば以降、日本や欧米への留学

経験者が増加したことに加え、中国国内での法学教育も軌道に乗り始める。近代西洋法を学

んだ者たちの平均的な知識水準・実務能力がどれほど高かったかは測りかねるが、それでも、

近代西洋法の知識と、司法官や弁護士としてそれを運用する能力を持つ者が増加したこと

は確かである。1935 年刑法・刑訴法は、そうした時代環境の中で制定された法であるとい

うことに、大きな意味がある。劉克儁ら立法院刑法委員は、刑法改正過程においては大部分

を、刑事訴訟法改正過程においても最終調整の部分を任されており、程度の差はあるが、い

ずれの場合にも重要な役割を果たした存在であった。彼らの海外留学経験、法学の教養、司

法の現場での職務経験は、外国法を意識しつつ、国内の情況に適合した法律を制定するとい

う当時の課題を達成する上で必要であったと考えられる。 

なお、1935 年刑法・刑訴法の立法過程について比較してみると、刑法の場合、多くの機

関や団体の意見を聴きながら、立法院刑法委員が主体となって改正が進められており、立法

院会議での討論も長期に渡って行われている。一方、刑事訴訟法の場合、司法院や中央政治

会議の立法原則に基づく法院組織法の制定と連動し、司法行政部が起草した草案に基づい

て改正が進められた。最終的には立法院刑法委員が刑訴法草案を審査し、立法院会議で審議

されているが、刑法に比べると、司法院や司法行政部が中心となり、それほど多方面から意

見を集めて制定されたものではないといえよう。 
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第二章 刑法改正と保安処分 

 

1935 年刑法の重要な特徴の一つとして、保安処分章が新設されたことがあげられる。そ

こで本章では、刑法制定の意義について、保安処分の規定をめぐる議論に焦点を当てて分析

する。 

「保安処分」とは、19 世紀末以来、西洋において犯罪の増加を抑えるために、社会を防

衛する手段として刑罰以外の方法が必要であるという見地から考案されたものである。そ

の特徴は、犯罪者の「社会的危険性」が完全になくなるまで、不定期に拘束し、教育や医療

その他の方法を施すという点にある。 

清末以降、中国における西洋近代的刑法の整備の過程では、罪刑法定主義の原則が重視さ

れていた。それに対して、1935年刑法における保安処分章の新設は、1930年代の中国にお

いて、罪刑法定主義に矛盾するような規定が刑法中に定められたことを意味する。 

但し、1935年刑法の保安処分の内容は、1928年刑法にも設けられていた規定も多く、そ

れほど大きな変革というわけではない。また、「罪を犯す危険性がある」というだけで人を

拘束するといったことはできず、主には責任無能力者や限定責任能力者の犯罪行為に対す

る処分に重点が置かれており、罪刑法定主義の原則を大いに逸脱するものであったとはい

えない。つまり、ドイツやイタリアなどの国々の保安処分規定と比較して、新派刑法学の理

論を徹底的に実践しようとするものではなかった。よって、1935 年刑法における保安処分

章の新設は、諸外国や国際社会全体の状況を意識しながら、当時の中国に必要な制度を取捨

選択・加筆修正した上で規定したと見るべきである。 

保安処分という概念や制度そのものは、19世紀末から 20世紀初頭の西洋で成立したもの

であるが、犯罪者を拘禁して改善するという方法自体は、前近代中国においてすでにその萌

芽が見られ、清末以降の監獄改革の中でも重視されてきた。すなわち、1920～30 年代の中

国の刑法制定過程においては、近代西洋法由来の制度・概念を、清代までに形成されていた

拘禁・矯正システム、「感化」の概念とうまく融合させることで、新たな秩序維持体制の構

築が図られていたといえよう。 

保安処分に関わる議論は、1928年刑法制定以前から法学者たちによって展開されており、

それが刑法修正案の保安処分章の新設に影響を与えたと考えられる。刑法改正過程におい

て、法学者の議論では、保安処分について、その効果と弊害が指摘されていた。しかし、立

法院会議では、施設完備の困難さや、社会の応報刑思想との不一致、罪刑法定主義が適用さ
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れないことによる政府の専断の危険性等、議論すべき問題が多かったはずであるにもかか

わらず、保安処分規定の内容について、あまり大きな議論とならなかった。 

このように、保安処分に対する法学者の議論と立法院での審議との間には一定の温度差

が生じており、中国における保安処分の実施に関してはまだ多くの課題が残されていた。そ

れにもかかわらず、必ずしも十分な議論を経てはいない段階で、最終的に保安処分章が設け

られることとなった。ここから考えられることとして、以下のようにまとめたい。当時、従

来よりも様々な種類の犯罪者を不定期に拘束して改善を徹底していくべきであるとする刑

法委員の方針が、法学界でも立法の場でも概ね支持されていた。とはいえ、保安処分の本格

的な実現は、当時の中国の実情を考慮すると、依然として非現実的であり、実現に向けた具

体的な議論が必要とはみなされていなかった。 

 

 

第三章 刑事訴訟法改正と検察制度 

 

本章では、刑事司法改革の重要項目の一つ、検察制度の改正に着目し、清末以降、中国で

検察制度が整備されてきたことの意義を検討する。 

検察制度は、フランス革命後の西洋諸国において、公正な裁判の実施と訴追の遺漏防止の

ため、裁判機関とは別個に訴追を担う国家機関が設けられたことに始まる。その内容は国や

時代により相違があり、各国・各時代の秩序のあり方と密接に関係している。 

中国では、清末以降、司法分野の財源・人材不足に対応しながら法律や施設の整備が進め

られ、検察官の増員と実務能力の向上が図られた。清末に検察制度が導入された時点で検察

にはすでに大きな捜査権が与えられていたが、1928 年刑訴法制定の際、刑訴条例で規定さ

れていた予審手続が全廃されたことで、検察の権限はさらに強化された 。そして 1928年刑

訴法で検察官と同一の捜査権を有するとされていた県長・公安局長・憲兵隊長官は、1935年

刑訴法では検察官を協助して捜査を行うこととなり、検察が捜査の主体であることがより

明確に規定された。1928 年以降、独立した検察機関は廃止されたが、検察官は裁判官から

独立して職権を行使でき、捜査段階で検察の職権が強化されたことで、少なくとも法律上は、

国家訴追制度の整備が進んだといえる。 

このような法律改正の背景として、1920・1930 年代の検察制度をめぐる議論の大勢は、

検察制度の必要性を一定程度認めつつ改善を求めていく方向にあったことが指摘できる。 
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清末に検察制度が採用された後、制度実施状況に鑑みて、改善が急務であるという認識が

広がっていた。主要な問題点として、検察捜査による人権の蹂躙や訴訟の長期化が指摘され

ており、解決方法として、検察制度を廃止して別の制度に代えるか、検察制度を存続・改善

するかで論争となっていた。 

1920 年代以降、様々な改正意見が主張されたが、いずれも、外国の制度や、検察制度と

中国社会との親和性を踏まえて、領事裁判権制度の早期廃止と経費の節約を目指すもので

あった。被疑者・被告の人権保障については、重要な課題とされていながらも、検察制度自

体を人権侵害とみなす廃止論と、検察制度により公正な訴訟を実施することが人権保障に

つながるとみる存続論とが妥結に至ることは難しかった。財政難が特に深刻な県レベルに

関しては、先ずは検察官を置かずに裁判機関の設置を優先するべきだとされていたが、検察

制度に準じる制度を設けて人権保障を実現するべきだという主張も見られたことは注目に

値する。 

全体としては、検察制度を存続させて公正な訴訟の実現を目指すという傾向にあったた

め、1935年刑訴法では検察官の職権が強化されることとなったと見ることができる。なお、

検察の職権強化については、国家による人権蹂躙の現れとされることもあるが、中国で展開

した検察制度論議では、人権保障のために検察制度が必要であるという見方も広く共有さ

れていた。 

19 世紀以降、中国に限らず、他国においても、検察制度のあり方をめぐって様々な議論

が繰り広げられていた。各国で新たな犯罪対策ないし秩序維持のあり方が模索されていた

という時代状況の中に、中国の検察制度論議を位置づけるべきであろう。 

 

 

第四章 自訴制度の成立過程 

 

20 世紀前半の中国の法制改革において注目すべき点の一つとして、刑事訴訟における国

家訴追制度と同時に、被害者訴追制度も整備されたことがあげられる。本章では、南京国民

政府時期の刑訴法改正過程について、その要点の一つとなっていた自訴制度（被害者訴追制

度）の制定過程と議論に注目し、当該時期に目指されていた刑事訴訟の在り方を検討する。 

「自訴」とは、捜査手続を経ず、被害者が自ら法院に対して起訴することである 。刑事

訴訟における被害者訴追制度は、北京政府時期の刑事訴訟条例で「私訴」として規定され、
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南京国民政府時期の刑事訴訟法で「自訴」に改称された。今日の中華人民共和国刑訴法では、

軽微な事件について自訴が広く認められている。一方、南京国民政府時期の法を母体とする

台湾の刑訴法では、自訴は極めて限られた場合にのみ認められ、自訴制度廃止論も主張され

ている。 

刑訴条例施行時期においては、私訴を認める犯罪は極めて限定的で、被害者訴追制度を設

ける意味があまり無かったため、その範囲拡張が求められていた。そこで、1928 年刑訴法

では、自訴を活用するために被害者訴追を認める犯罪の範囲が拡張された。しかし、「個人

の法益を直接侵害する罪」という規定のもとでは、自訴は依然として利用しづらい制度であ

った。よって、1935 年刑訴法は、犯罪の範囲について無制限とし、その弊害を防ぐために

検察の職権が拡充された。こうして、国家訴追と被害者訴追をともに規定し、両者が相補し

て弊害を防止する制度が整備された。 

自訴制度の利点として、訴訟の迅速化や人民の法益保護があげられていたが、政府や法律

家は、人々が適正手続によって訴訟を進めることにあまり期待できないとみていた。そのた

め、検察制度をめぐる論争を背景に、広く自訴を認めつつも、自訴人が刑訴法に規定された

役割を果たさず、訴訟が進まないといった弊害が生じないよう、弁護人・代理人の委任や検

察官の関与についての規定を整えた。このように、一度訴えのあった犯罪については、国家

機関や民間の法律家が関わることで、刑訴法の定めた手続によって終結させることが目指

されていた。 

以上から、1930 年代に成立した自訴制度は、人々の訴えを広く受けつけることで司法機

関や政府に対する信頼を得ると同時に、微罪事件から重罪事件に至るまで、刑訴法に則って

適正に処理することで、秩序の維持を図る制度であったといえる。そして、このような制度

が整備された背景として、法律教育の整備による法曹関係者の増加があげられる。 

20世紀前半の中国における自訴制度の成立過程と、19～20世紀のドイツにおける私人訴

追制度の成立過程を比較すると、(1)検察制度が導入される、(2)国家訴追制度が批判され、

私人訴追制度の制定が求められる、(3)私人訴追を認める犯罪の範囲が拡張される、という

経過をたどったという点でかなり共通している。但し、中国では全ての犯罪について自訴が

認められることとなったのに対し、ドイツでは私人訴追の範囲はなお限定的であった。一方、

私人訴追制度を基本としていたイギリスでは、19 世紀以降、旧来の訴追制度を改め、公訴

官を設立する動きが展開するが、改革は難航した。 

このように、20 世紀前半、西洋諸国も刑事訴訟の在り方を模索していたのであり、中国
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は近代西洋法を参照しながら、1930 年代には、自国の実情に適した制度を整備しつつあっ

た。とはいえ、自訴制度に対する批判意見もまた見られ、実際に制度を運用していく上では、

なお様々な課題が存在していた。 

 

 

第二部 南京国民政府時期における刑事司法の実態 

 

第五章 検察制度の実施と検察官の機能 

 

本章では、第三章での分析を念頭に置きながら、当該時期の刑事司法において検察官の果

たした役割を示す。 

南京国民政府時期において、訴訟の迅速化は重要な課題であった。よって、膨大な量の事

件を抱えていた都市部の地方法院には、事件を迅速に処理して秩序を維持するため、比較的

多数の検察官と司法警察が配置されていた。 

捜査を実施する上では、検察官よりも人員が多く、豊富な実務経験や土地勘、人脈を有す

る司法警察が、迅速に証拠を収集する役割を担った。法律上、検察が捜査の主体とされてい

たが、実際には、司法警察が相当程度主体的に捜査を行っていたとみられる。 

また、捜査の進行を促すという点では、被疑者や被害者による訴状の提出も、意味のある

行為であった。 

検察官は、法院に属しながら独立してその職権を行使しており、捜査の主要機関・訴追機

関として、法律に則って事件処理を行うことに努めていた。そして、証拠を収集・吟味し、

少しでも疑わしい者については起訴して秩序維持を図ると同時に、無用の訴訟を未然に防

ぐという役割を果たしていた。こうして、様々な課題を残しつつも、検察制度は日々の訴訟

の中で一定程度実施されており、検察官は刑事訴訟において重要な役割を果たす存在とな

っていた。このことは、清代において、被害者が訴え出て捜査が開始される場合と職権によ

る逮捕・尋問が併存し、知県が裁判の職責も犯人検挙の職責も有していたこと、犯人検挙を

任とする捕官は存在したが、あくまで裁判官である知県の補助者に過ぎなかったことと比

べると、大きな変容であったと見ることができる。 

当該時期において、検察制度は、時に強い批判を受けており、また、司法経費が限られて

いる状況では、独立した検察機関を設けることは難しかった。それでも、中国において検察
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制度が最終的に存続した背景には、上記のような状況があるといえよう。 

なお、検察官による無用の訴訟の回避は、「不当に訴えられた」という人々を救済する反

面、被害者側の不満や輿論の批判をもたらしうるものでもあった 。そこで、「不当にも訴え

を聞き入れてもらえなかった」という人々への対応策として、第四章で述べたように、法院

組織法や 1935年刑訴法の制定時において、自訴制度の整備と検察制度の改善が表裏一体の

課題として進められることになったといえる。 

 

 

第六章 自訴制度の機能 

 

本章では、第四章での分析と連関させる形で、自訴制度が実際にどの程度利用され、当時

の人々や司法機関にとっていかなる利点と難点が生じていたのかを検討する。 

1930 年代前半までに、経済成長や都市化の進展による犯罪・紛争の増加、法律家の養成

が進む中、犯罪被害者は、自らの利益を保護するため、或いは恨みを晴らすため、自訴制度

を積極的に利用しようとするようになっていた。司法官側も、新たな司法機関に対する人々

の信頼獲得と秩序維持のため、自訴を強く拒むことはなく、自訴が受理されやすい状況が形

成されつつあった。特に、開港場や都市部の場合、そうした傾向が顕著であった。こうして、

自訴制度は中国社会に着実に浸透し、人々が利用するようになった。それにより、運用面に

おける様々な弊害が目立つようになり、また、自訴制度に対する認識が司法官の間で一致し

ていないという問題も生じていた。このような実情を背景に、1930 年代、西洋諸国の私人

訴追制度が参照されながら、中国で運用するのにより適した自訴制度を整備することが追

求されていた。 

なお、当時、自訴制度を中国の伝統的な訴訟のあり方と結びつけて論じる意見はほとんど

見られなかったが、被害者が自ら官に訴え出て訴訟を進めるという方法自体は、中国史上、

特殊なものではない。清代までの訴訟のあり方と民国期に成立した自訴制度とを、単純に結

びつけるべきではないが、清朝が政権を失って 10～20 年しか経過していない時代について、

清代とのつながりが皆無であったとは考えにくい。 

本章では、中国における自訴制度の成立過程について、次のように整理することとしたい。 

清末に、中国は国家訴追制度を導入し、検察制度を整備した。民国期において、検察制度

は批判されつつも一定程度機能しており、必要な制度とみなされるようになっていく。とは
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いえ、清代までの訴訟のあり方に慣れている者が少なくなかった時代において、人々は自ら

裁判所に再三にわたって訴状を提出し、時にはそれが訴訟の迅速化や秩序維持にとって有

効であった。そこで、こうした「人々が自ら訴える行為」が刑事手続の一環に組み込まれる

こととなる。その際、条約改正に向けて、近代西洋型の刑訴法としての体裁を保つ必要もあ

ったため、ドイツ法などの私人訴追制度が参照された。そして、1920 年代以降、制度を運

用していく過程で様々な問題点が顕在化したため、1930 年代の法制改革において、自訴を

認める条件や検察官の関与をめぐる規定が整備された。こうして 1935 年刑訴法において、

中国独自の特徴を持つ自訴制度が成立した。それは、被害者の訴えを広く受け付けつつ、近

代西洋型の刑訴法による訴訟を実施し、国家による秩序維持の強化を目指すものであった。

ここに、20 世紀前半の中国における法制整備の過程において自訴制度が成立したことの意

義がある。そして、最終的に検察制度も被害者訴追制度も存続させる形で新たな刑訴法が成

立したことは、前近代中国の訴訟社会の中で、官と民が相互に深く関わりながら事件の解決

を図るというあり方が形成されていたことが影響していると考えられる。 

 

 

第七章 地方法院の刑事裁判―ある殺人事件を中心に 

 

本章では、第二～六章までの分析を基礎として、刑事事件をめぐる裁判官や検察官、警察、

弁護士、被告・被害者・証人等、各機関や様々な立場の人々の言動や相互関係について検討

を加え、捜査から判決に至るまでの刑事司法の全体像を見ていくこととする。 

警察は、捜査の最前線に立って、証拠の収集や被疑者の拘束・釈放を主体的に行い、捜査

を迅速に進める役割を果たした。違法捜査の実態をつかむことは難しいが、少なくとも、警

察の拷問による自白の強要は、被疑者が無実を主張する際の常套句となっていた。 

軍法処は、特別法を無理に適用して被疑者を迅速且つ峻厳に裁くということはせず、刑

法・刑事訴訟法によって裁くべき事件については地方法院に処理を委ねていた。こうして、

特別法の濫用は避けられ、事件が軍法処の管轄に入るか否かということについては慎重に

判断されていた。当時、軍法処の裁判官は一定水準以上の法律の知識を有することが求めら

れており、特別法を適用すべき事件とそうでない事件とを分別することは、軍法処の裁判官

の重要な責務の一つであったと見られる。 

検察官は、法に定められた職権の行使に努めていたものの、膨大な量の事件処理に追われ
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る中、その機能を十分には果たせなかった。よって、警察が主体的に捜査を進めたり、事件

関係者が訴状を提出したりすることで、訴訟の進行が促されていた 

弁護士は、法律の知識を駆使して人々の訴訟を助け、時に被告に有利な判決を導く役目も

果たした。そして人々は、弁護士を巧みに利用して訴状を提出し、自らがいかに不当な状況

に置かれているかを主張した。そして、訴えを聞き入れてもらうため、近隣住民や同郷会と

いった集団の力にも頼った。こうした人々の行動は、訴状を提出して「冤抑の情」を述べる

という旧来の訴訟のやり方が踏襲されたものであり 、刑訴法の手続に則ったものではない

が、法院にとって有力な情報源となった。 

裁判官は、有罪・無罪いずれの判決を下すにしても、確固たる論拠を提示するため、自ら

証拠を収集して調べ、真実を明らかにすることに努めた。刑事訴訟全体の中で裁判官の果た

す役割は大きく、実働部隊としての司法警察も重要な存在であった。 

当時、少なくとも都市部においては、新たに定められた近代西洋型法制の下で訴訟が進行

していたが、時には意図的に伝統的な裁判の方法も取り入れられた。こうして人々の混乱・

不満を防ぎ、法律の知識と実務能力を持つ司法官や弁護士が人々を補助・誘導しながら訴訟

を進めることで、新たな刑事訴訟の方式が社会に漸進的に浸透していくこととなったとい

えよう。 

但し、なお課題も存在した。例えば、被疑者・被告の犯罪を証明するのに足る証拠を収集

することが難しい状況で、起訴するか否か、罪の有無、量刑の判断をいかにすればよいのか

ということ、十分な証拠調べの実施と迅速な事件処理との両立、法律の知識をあまり持たな

い人々が多い中で適正手続による訴訟を実施することは、解決の難しい問題であった。 

このように、南京国民政府時期において、新たな刑事司法制度を運用していく上では、な

お少なくない課題を解決していく必要があったが、第一部で見たように、当時、法整備は着

実に進んでおり、中国社会に適した法が追求されていた。そして、第二部で見てきたように、

施設整備や人材養成の進展にともない、新たな法を運用するための土台は確かに固められ

つつあった。このことは、その後の中国の司法整備にとって、大きな意味があるといえよう。 
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結論 

 

本論文の結論は、以下の三点にまとめられる。 

 第一に、南京国民政府の下、1935 年に制定された刑法・刑事訴訟法は、近代西洋型の法

として、1920 年代までに公布・施行ないし起草されてきた諸法に比べ、条文が整理され、

極めて完成度の高いものであった。当時の中国にとって、最重要課題の一つとなっていた不

平等条約改正を実現するためには、国際的潮流に適応し、近代西洋型の法を実施していくこ

とが必要条件であったことがこの背景にある。但し、刑法・刑事訴訟法の制定事業は、外国

法の単純な模倣に終始したわけでは決してない。その過程では、様々な国の法を精査・取捨

選択・補整しながら、中国の既存の法意識や秩序維持のあり方、さらには実際の訴訟におけ

る人々の行動様式と、うまく融合させていくという試みがなされていた。こうした過程を経

て成立した法こそが、「中国で運用するための近代西洋型の法」、すなわち「中国近代法」で

あった。そして、このような法が成立したことの最も大きな要因は、立法・司法を担う人材

養成の進展である。よって、1930 年代に成立した中国近代法は、不平等条約撤廃のための

切り札として用いる外面的なもの、或いは机上の空論に過ぎないものであったのではなく、

実際に運用していくべき法として整備されたといえる。 

なお、19～20 世紀前半は、中国だけでなく、西洋諸国や日本においても、自国に適した

法秩序のあり方が模索されていた時代である。中国は、それらの国々に遅れ、その影響を大

いに受けつつ法整備を進めながらも、自国に適した法を追求し続けた。そして、法律家のみ

ならず、一般の人々も、新たな法制の利用を試みるようになっていたことで、それまでとは

異なる特徴を持つ刑事司法のあり方は、社会に漸進的に浸透した。この背景に、清代の中国

社会において、すでに一定の法秩序が確立していたことがある。清代には、犯罪と刑罰を詳

細に規定した基本法典や、その内容を修正・補充・細目化する付加条文、判例集が編纂され

ており、訴訟が頻繁に行われ、官の裁判によって秩序維持を図るという方法が定着していた。

だからこそ、20 世紀初年以降、法の形式や内容が変化しても、新たな法の下で、秩序を形

成していくことが可能であったのだと考えられる。 

第二に、1935 年に制定された刑法・刑事訴訟法は、国家権力による法秩序を強化する法

であった。すなわち、刑事事件については、重罪事件はもちろん、微罪事件においても、民

間の紛争解決方法に任せるのではなく、国家機関が法に基づいて処理することで、秩序を維

持するという方針が示された。但し、それによって紛争解決をめぐる民間の力が衰退してい
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ったわけではない。当時の人々にとって、秩序の維持は、単に国家に任せておけばよいとい

うものではなく、民間の力もなお重要であった。 

また、国家権力による法秩序の強化を、安易に「国民党の独裁強化」に結びつけるべきで

はない。成立したばかりの南京国民政府が統治を安定させるため、そして不平等条約改正に

向けて新たな法制を機能させるためには、日々膨大な量の事件処理を抱える司法官たちに

とって運用しやすい司法制度を構築することが急務であった。そうした時期において、全体

的には、清末以降の施設整備や人材養成の進展状況に鑑みて、実現可能な近代西洋型法制の

制定が目指されていた。そして、刑事司法制度の整備は、少なくとも 1930年代半ば頃まで

は、満洲事変以降の「国難」意識にともなう政治的・軍事的状況の影響をそれほど受けずに

進められた。 

第三に、1920～30年代、中国の法律家の間では、「刑事事件の被疑者・被告の人権を一定

程度擁護しなければならない」という意識が萌芽・浸透しつつあった。このことは、清末民

国期における「人権」「民権」をめぐる議論の展開と密接に関わっており、当該時期の中国

の法意識の特徴を示すものとして、大きな意味がある。 

但し、実際に刑事事件を処理する立場にあった司法官にとっては、管轄地域の秩序維持が

最も重要であったのであり、被疑者や被告の人権擁護という理念の実現が、日々の訴訟にお

いて推進されていたとは考えにくい。それよりも、司法官は、人々が「冤抑」（自己の側が

不当にも押しへこまされている）と見なすような状況を極力生じさせないよう、適切に事件

を処理することで、社会秩序の維持・回復に努めていたと解釈する方が、より実情に近いと

いえる。そして、裁判に対して「道徳的な正しさ」を求める人々が少なくなかった当時にお

いて、司法官たちは、基本的に法的ルールを重視して刑事事件を処理していた。 

以上のように、南京国民政府時期、1930 年代半ばまでの司法整備の過程で中国近代法が

成立していたこと、すなわち基本法典の制定や施設整備、人材育成などの事業が一定程度実

を結び、新たな法秩序の基盤が形成されていたことは、戦時・戦後の動乱時期においても国

民政府が法制改革を進めることができたことの背景として、非常に重要な意味を持つ。 
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論文の要旨 

 

19世紀から 20世紀にかけて、中国は、「西洋」や「近代」との本格的な接触や摩擦を通

して、大きな自己変革を遂げていった。変化の様態は多様かつ重層的であり、連続する部分

も少なくないとはいえ 、様々な方面において旧来の秩序形態が転換を迫られたことは疑い

ないというべきであろう。本論文は、こうした時代の中国における秩序形成について、近代

法、とりわけ近代西洋型の刑事司法制度の成立過程と運用状況に焦点を当てて分析し、当該

時期に、いかなる法秩序が求められ、つくられたのか、その意味は何かを明らかにすること

を課題とする。 

中国では、19世紀に条約や国際法を通して西洋の法学・法律が伝わり、20世紀初年以降、

諸外国の法を範とする法制改革が本格的に進められた。そこでは、18 世紀末以降に西洋諸

国で形成された法と同型の、すなわち「近代西洋型」の法を早期に完成させることが目指さ

れていた。そして 1930年代半ばまでに、南京国民政府の下で、憲法を除く主要法典が公布・

施行され、立法作業は一定程度実を結ぶこととなった。先行研究では、その過程について、

「法制整備は進展したが、財源・人材不足や伝統的な道徳観の影響によって新たな法の運用

は難しく、実際には伝統的な訴訟方式が大いに利用されていた」とされるなど、清末民国期

の司法改革における理想と現実、成果と課題が指摘されてきた。しかし、法の制定過程及び

運用状況のいずれも、なお検討すべき余地がある。具体的には、誰がどのように立法作業を

進めたのか、新たな法制をめぐっていかなる議論が展開されたのか、そして日々の事件がど

のような手続を踏んで処理され、人々がいかに法制を利用していたのかといったことにつ

いて、不明瞭な点が残されている。そのため、近現代中国における法整備の意義について、

なお十分に理解されていないというのが現状である。 

そこで、本論文は、中国で初めて近代西洋型の刑法典・刑事訴訟法典が公布・施行された

南京国民政府時期に注目し、刑事司法制度の制定過程と運用状況を分析することによって、

中国における近代法形成の歴史的意味を示すことを試みる。各章の概要は以下の通りであ

る。 

第一部「南京国民政府時期における刑事司法制度の制定過程」（第一～四章）では、南京

国民政府が 1935年に公布・施行した刑法・刑事訴訟法の制定過程を中心として、各時期の

法案やそれらをめぐる議論を分析する。まず、第一章「清末民国期における刑法・刑事訴訟

法の立法過程」では、法律制定過程及び訴訟の実態を分析するための前提として、清末民国
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期における刑法・刑事訴訟法の立法過程を整理する。次に、第二章「刑法改正と保安処分」

では、刑法制定の意義について、新たに保安処分章が設けられたことに焦点を当てて検討す

る。そして、第三章「刑事訴訟法改正と検察制度」では、刑事司法改革の重要項目の一つ、

検察制度の改正に着目し、清末以降、中国で検察制度が整備されてきたことの意義を分析す

る。さらに、第四章「自訴制度の成立過程」では、南京国民政府時期の刑事訴訟法改正過程

について、その要点の一つとなっていた自訴制度（被害者訴追制度）の制定と議論に注目し、

当該時期に目指されていた刑事司法のあり方を考察する。 

第二部「南京国民政府時期における刑事司法の実態」（第五～七章）では、刑法・刑事訴

訟法改正時期における刑事司法の実態に着目し、1930 年代当時の中国における秩序のあり

方と、それまでに進められた法整備の意味を明らかにする。まず、第五章「検察制度の実施

と検察官の機能」では、第三章での分析を念頭に置きながら、当該時期の刑事司法において

検察官の果たした役割を示す。次に、第六章「自訴制度の機能」では、第四章での分析と連

関させる形で、自訴制度が実際にどの程度利用され、当時の人々や司法機関にとっていかな

る利害が生じていたのかを検討する。そして第七章「地方法院の刑事裁判―ある殺人事件を

中心に」では、第二～六章までの分析を基礎として、刑事事件をめぐる裁判官や検察官、警

察、弁護士、被告・被害者・証人等、各機関や様々な立場の人々の言動や相互関係について

検討を加え、捜査から判決に至るまでの刑事司法の全体像を見ていくこととする。 

 本論文の結論は、以下の三点にまとめられる。 

 第一に、南京国民政府の下、1935 年に制定された刑法・刑事訴訟法は、近代西洋型の法

として、1920 年代までに公布・施行ないし起草されてきた諸法に比べ、条文が整理され、

極めて完成度の高いものであった。当時の中国にとって、最重要課題の一つとなっていた不

平等条約改正を実現するためには、国際的潮流に適応し、近代西洋型の法を実施していくこ

とが必要条件であったことがこの背景にある。但し、刑法・刑事訴訟法の制定事業は、外国

法の単純な模倣に終始したわけでは決してない。その過程では、様々な国の法を精査・取捨

選択・補整しながら、中国の既存の法意識や秩序維持のあり方、さらには実際の訴訟におけ

る人々の行動様式と、うまく融合させていくという試みがなされていた。こうした過程を経

て成立した法こそが、「中国で運用するための近代西洋型の法」、すなわち「中国近代法」で

あった。そして、このような法が成立したことの最も大きな要因は、立法・司法を担う人材

養成の進展である。よって、1930 年代に成立した中国近代法は、不平等条約撤廃のための

切り札として用いる外面的なもの、或いは机上の空論に過ぎないものであったのではなく、
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実際に運用していくべき法として整備されたといえる。 

なお、19～20 世紀前半は、中国だけでなく、西洋諸国や日本においても、自国に適した

法秩序のあり方が模索されていた時代である。中国は、それらの国々に遅れ、その影響を大

いに受けながら法整備を進めながらも、自国に適した法を追求し続けた。そして、法律家の

みならず、一般の人々も、新たな法制の利用を試みるようになっていたことで、それまでと

は異なる特徴を持つ刑事司法のあり方は、社会に漸進的に浸透した。この背景に、清代の中

国社会において、すでに一定の法秩序が確立していたことがある。清代には、犯罪と刑罰を

詳細に規定した基本法典（「律」）や、その内容を修正・補充・細目化する付加条文（「条例」）、

判例集が編纂されており、訴訟が頻繁に行われ、官の裁判によって秩序維持を図るという方

法が定着していた。だからこそ、20 世紀初年以降、法の形式や内容が変化しても、新たな

法の下で、秩序を形成していくことが可能であったのだと考えられる。 

第二に、1935 年に制定された刑法・刑事訴訟法は、国家権力による法秩序を強化する法

であった。すなわち、刑事事件については、重罪事件はもちろん、微罪事件においても、民

間の紛争解決方法に任せるのではなく、国家機関が法に基づいて処理することで、秩序を維

持するという方針が示された。但し、それによって紛争解決をめぐる民間の力が衰退してい

ったわけではない。当時の人々にとって、秩序の維持は、単に国家に任せておけばよいとい

うものではなく、民間の力もなお重要であった。 

また、国家権力による法秩序の強化を、安易に「国民党の独裁強化」に結びつけるべきで

はない。成立したばかりの南京国民政府が統治を安定させるため、そして不平等条約改正に

向けて新たな法制を機能させるためには、日々膨大な量の事件処理を抱える司法官たちに

とって運用しやすい司法制度を構築することが急務であった。そうした時期において、全体

的には、清末以降の施設整備や人材養成の進展状況に鑑みて、実現可能な近代西洋型法制の

制定が目指されていた。そして、刑事司法制度の整備は、少なくとも 1930年代半ば頃まで

は、満洲事変以降の「国難」意識にともなう政治的・軍事的状況の影響をそれほど受けずに

進められた。 

第三に、1920～30年代、中国の法律家の間では、「刑事事件の被疑者・被告の人権を一定

程度擁護しなければならない」という意識が萌芽・浸透しつつあった。このことは、清末民

国期における「人権」「民権」をめぐる議論の展開と密接に関わっており、当該時期の中国

の法意識の特徴を示すものとして、大きな意味がある。 

但し、実際に刑事事件を処理する立場にあった司法官にとっては、管轄地域の秩序維持が
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最も重要であったのであり、被疑者や被告の人権擁護という理念の実現が、日々の訴訟にお

いて推進されていたとは考えにくい。それよりも、司法官は、人々が「冤抑」（自己の側が

不当にも押しへこまされている）と見なすような状況を極力生じさせないよう、適切に事件

を処理することで、社会秩序の維持・回復に努めていたと解釈する方が、より実情に近いと

いえる。そして、裁判に対して「道徳的な正しさ」を求める人々が少なくなかった当時にお

いて、司法官たちは、基本的に法的ルールを重視して刑事事件を処理していた。 

以上のように、南京国民政府時期、1930 年代半ばまでの司法整備の過程で中国近代法が

成立していたこと、すなわち基本法典の制定や施設整備、人材育成などの事業が一定程度実

を結び、新たな法秩序の基盤が形成されていたことは、戦時・戦後の動乱時期においても国

民政府が法制改革を進めることができたことの背景として、非常に重要な意味を持つ。 

 


